
○本庄市まちなか再生宅地開発補助金交付要綱 

平成３０年３月２７日 

告示第１０３号 

（目的） 

第１条 この要綱は、人口減少・高齢化の進展が顕著な既成市街地において、本

庄市まちなか再生宅地開発補助金（以下「補助金」という。）を交付すること

により、定住化の促進及び人口流出を抑制するため、予算の範囲内において、

官民連携により良好な住宅用地の供給及び優良な公共施設の整備を進めること

で、居住の誘導を図り、もって、まちなか再生を推進することを目的とする。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、本庄市補助金等交付規則（平成１８年本庄

市規則第４３号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

（１） 既成市街地 本庄市立地適正化計画（平成３０年３月策定）に定める

本庄駅周辺居住誘導区域及び児玉駅周辺居住誘導区域 

（２） 事業者 宅地開発地の造成事業を行い、築造された公共施設を帰属等

により市に引き渡す者 

（３） 宅地開発地 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）、都市計画法

（昭和４３年法律第１００号）等の関係法令等の基準を満たす開発行為のう

ち、マンション及び一戸建て住宅用地で、新たに３戸以上の分譲を目的とし

て形成される一団の土地 

（４） 公共施設 事業者が整備する宅地開発地内の道路、側溝等であって次

に掲げる要件を全て満たし、かつ、市が引渡しを受ける公共の用に供する施

設 

ア 敷地に接する道路は袋路状でないこと。 

イ 公道から公道若しくは避難用通路、公園等災害時に避難することが可能

な恒久的な施設に接続し、かつ、その施設が他の公道に接続していること。 

（５） 基礎額 宅地開発地内の土地評価証明書における土地の所在ごとの参



考評価額宅地m２当の額を地積で乗じた額の合計額を当該宅地開発地面積から

宅地開発地内の市有地面積を減じた面積で除した額（小数点以下切り捨て） 

（補助事業者） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業者は、次の各号に掲げる要件を全て満た

す者とする。 

（１） 市税を滞納していないこと。 

（２） 本庄市暴力団排除条例（平成２４年本庄市条例第２０号）第２条に規

定する暴力団又は暴力団員の統制下にあり、若しくはそれらに関連する団体

でないこと。 

（補助対象用地） 

第４条 補助金の交付の対象となる用地は、事業者が既成市街地内に整備し、市

に引き渡す公共施設に係る用地で建築基準法第４２条第２項による境界線まで

の道路後退用地を除く部分とする。 

（補助額） 

第５条 補助金の額は、基礎額に補助対象用地の面積から宅地開発地内の市有地

面積を減じた面積を乗じ、０．７を除した額（１，０００円未満切捨て）とし、

１事業につき２，０００万円を限度とする。 

（事前協議） 

第６条 補助金の交付を受けようとする事業者は、あらかじめ宅地開発地の造成

事業（以下「補助事業」という。）を行う前に、本庄市まちなか再生宅地開発

補助金交付事前協議書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長と協議し

なければならない。ただし、都市計画法第３２条の規定による開発行為の協議

を行う事業について補助を受けようとするときは、一部の書類の添付を省略で

きるものとする。 

（１） 宅地開発地の案内図（別表の作成要領による。） 

（２） 宅地開発地の土地の公図の写し（別表の作成要領による。） 

（３） 宅地開発地の土地の登記全部事項証明書の写し 

（４） 宅地開発地の土地の求積図（別表の作成要領による。） 

（５） 宅地開発地の現況図（別表の作成要領による。） 



（６） 宅地開発地の土地利用計画平面図（別表の作成要領による。） 

（７） 宅地開発地の排水施設計画平面図（別表の作成要領による。） 

（８） 宅地開発地の道路横断図（別表の作成要領による。） 

（９） 宅地開発地の排水施設構造図（別表の作成要領による。） 

（１０） 宅地開発地の道路・排水施設の計画縦断面図（別表の作成要領によ

る。） 

（１１） 現況写真 

２ 市長は、前項の協議があったときは、その内容を審査し、協議の結果を本庄

市まちなか再生宅地開発補助金交付事前協議結果通知書（様式第２号）により

事業者に通知するものとする。 

３ 前項の通知を受けた事業者は、施工区域、区画の形状及び道路の形状を変更

しようとする場合又は施工の予定年度を変更しようとする場合は、本庄市まち

なか再生宅地開発補助金交付変更事前協議書（様式第３号）に次に掲げる書類

を添えて市長に提出しなければならない。 

（１） 変更しようとする理由を示す書面 

（２） 変更事項の新旧対照表 

（３） 変更箇所が確認できる図面 

４ 市長は、前項の協議があったときは、その内容を審査し、協議の結果を本庄

市まちなか再生宅地開発補助金交付変更事前協議結果通知書（様式第４号）に

より第２項の通知を受けた事業者に通知するものとする。 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする事業者は、事業に着手する３０日前まで

に本庄市まちなか再生宅地開発補助金交付申請書（様式第５号）に次に掲げる

書類を添えて市長に提出しなければならない。ただし、都市計画法第２９条の

規定による開発行為の許可を受けた事業（以下「開発許可事業」という。）に

ついて補助を受けようとするときは、一部の書類の添付を省略できるものとす

る。 

（１） 宅地開発地の案内図（別表の作成要領による。） 

（２） 事業者の住民票の写し（法人にあっては、法人の登記全部事項証明書） 



（３） 参考評価額宅地m２当の額を記載している土地評価証明書 

（４） 本庄市まちなか再生宅地開発補助金交付事前協議結果通知書の写し 

（５） 宅地開発地内権利者一覧（様式第６号） 

（６） 事業の施行等の同意書（様式第７号） 

（７） 宅地開発地の土地の公図の写し（別表の作成要領による。） 

（８） 宅地開発地の土地の登記全部事項証明書の写し 

（９） 宅地開発地の土地の求積図（別表の作成要領による。） 

（１０） 宅地開発地の現況図（別表の作成要領による。） 

（１１） 宅地開発地の土地利用計画平面図（別表の作成要領による。） 

（１２） 宅地開発地の排水施設計画平面図（別表の作成要領による。） 

（１３） 宅地開発地の道路横断図（別表の作成要領による。） 

（１４） 宅地開発地の排水施設構造図（別表の作成要領による。） 

（１５） 宅地開発地の道路・排水施設の計画縦断面図（別表の作成要領によ

る。） 

（１６） 現況写真 

（１７） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（決定の通知等） 

第８条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査して補助金の交付

の可否を決定し、本庄市まちなか再生宅地開発補助金交付（不交付）決定通知

書（様式第８号）により申請した事業者に通知するものとする。 

２ 市長は、補助金の交付を決定する場合に必要があるときは、当該補助金の交

付決定に条件を付することができる。 

（変更又は中止） 

第９条 前条の決定を受けた事業者（以下「交付決定者」という。）は、補助事

業の内容を変更し、又は補助事業を中止若しくは廃止しようとするときは、本

庄市まちなか再生宅地開発補助金変更（中止）申請書（様式第９号）を市長に

提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、その内容を審査して補助金の交付の決

定の変更又は取消しを決定し、本庄市まちなか再生宅地開発補助金交付決定変



更（取消）通知書（様式第１０号）により交付決定者に通知するものとする。 

３ 市長は、変更を承認する場合に必要があるときは、当初の交付決定の内容又

はこれに付した条件を変更することができる。 

（実績報告） 

第１０条 事業者は、工事が完了した日から起算して１５日以内に本庄市まちな

か再生宅地開発補助金完了実績報告書（様式第１１号）に次に掲げる書類を添

えて市長に提出しなければならない。ただし、開発許可事業については、一部

の書類の添付を省略できるものとする。 

（１） 公共施設引渡書（様式第１２号） 

（２） 宅地開発地の案内図（別表の作成要領による。） 

（３） 宅地開発地の土地の公図の写し（別表の作成要領による。） 

（４） 公共施設の新旧対照図 

（５） 宅地開発地の土地の求積図（別表の作成要領による。） 

（６） 道路管理者と協議を行った出来形図 

（７） 登記嘱託申請書に必要な書類 

（８） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（補助金の交付額の確定） 

第１１条 市長は、前条の実績報告があったときは、その内容を審査し、補助事

業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認める

ときは、交付すべき補助金の額を確定し、本庄市まちなか再生宅地開発補助金

交付額確定通知書（様式第１３号）により交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１２条 前条の通知を受けた交付決定者は、補助金の交付を受けようとすると

きは、速やかに本庄市まちなか再生宅地開発補助金交付請求書（様式第１４号）

を市長に提出しなければならない。 

（交付決定の取消し） 

第１３条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、

補助金の交付の決定を取り消し、本庄市まちなか再生宅地開発補助金交付決定

取消通知書（様式第１５号）により交付決定者に通知するものとする。 



（１） 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２） 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

（その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この告示は、平成３０年４月１日から適用する。 

（失効） 

２ この告示は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。 

附 則（令和４年３月３１日告示第１４７号） 

この告示は、令和４年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規定

は公示の日から施行する。 

附 則（令和５年３月３１日告示第１１０号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

別表（第６条、第７条関係） 

図面等作成要領 

図面名称 縮尺 明示する事項 備考 

１ 案内図 ２，５００

分の１以

上 

（１）方位 

（２）縮尺 

（３）宅地開発地区域（朱書） 

作成者記名押印 

２ 公図の写し ６００分

の１以上 

（１）方位 

（２）縮尺 

（３）宅地開発地区域（朱書） 

 

３ 求積図 ５００分

の１以上 

（１）方位 

（２）縮尺 

（３）座標一覧 

座標法による作成

者記名押印 

４ 現況図 ２，５００

分の１以

上 

（１）方位 

（２）縮尺 

（３）地形（標高差２mの等高線、

作成者記名押印 



BMの位置と高さ、縦横断面線

（２０m方眼線）の交点と高

さ） 

（４）宅地開発地区域（朱書） 

（５）開発区域内及び周辺（２

０m程度）の公共施設の状況 

５  土地利用計

画平面図 

１，０００

分の１以

上 

（１）方位 

（２）縮尺 

（３）開発区域の境界（朱書） 

（４）公共施設の位置及び形状 

（５）予定建築物等の敷地の形

状 

（６）予定建築物等の用途 

（７）公益的施設の位置 

（８）道路の位置、形状、幅員

及び勾配 

（９）道路・排水施設の縦断測

点 

（１０）BMの位置及び高さ 

作成者記名押印 

６  排水施設計

画平面図 

５００分

の１以上 

（１）方位 

（２）縮尺 

（３排水区域の区域界 

（４）排水施設の位置、種類、

材料、形状、内のり寸法（管

径）、勾配、水の流れの方向、

吐口の位置及び放流先の名称 

作成者記名押印 

７ 道路横断図 ５０分の

１以上 

（１）縮尺 

（２）路盤・基層・表層の構成 

（３）道路側溝の位置、形状及

作成者記名押印 



び寸法 

（４）埋設管の位置、形状及び

寸法 

８  排水施設構

造図 

５０分の

１以上 

（１）縮尺 

（２）排水施設構造詳細図（開

渠、暗渠、落差工、人孔、雨

水桝、吐口等） 

作成者記名押印 

９ 道路・排水施

設の計画縦断

面図 

H：１００

分の１以

上L：５０

０分の１

以上 

（１）縮尺 

（２）測点 

（３）単距離 

（４）追加距離 

（５）地盤高 

（６）計画高 

（７）勾配 

（８）DL（基準線） 

（９）人孔の記号種類、位置、

管径、土被り、管底高 

測点距離は標準と

して２０m 

作成者記名押印 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第６条関係） 

様式第２号（第６条関係） 

様式第３号（第６条関係） 

様式第４号（第６条関係） 

様式第５号（第７条関係） 

様式第６号（第７条関係） 

様式第７号（第７条関係） 

様式第８号（第８条関係） 

様式第９号（第９条関係） 

様式第１０号（第９条関係） 

様式第１１号（第１０条関係） 

様式第１２号（第１０条関係） 

様式第１３号（第１１条関係） 

様式第１４号（第１２条関係） 

様式第１５号（第１３条関係） 

 


